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株主・株式の状況

会
社
の
概
要

経
理
の
状
況

②金銭の信託

③デリバティブ取引（有価証券関連デリバティブ取引に該当するものを除く）

④保険業法に規定する金融等デリバティブ取引

⑤先物外国為替取引

⑥有価証券関連デリバティブ取引（⑦に掲げるものを除く）

⑦金融商品取引法に規定する有価証券先物取引もしくは有価証券先渡取引、外国金融
商品市場における有価証券先物取引と類似の取引（国債証券等および金融商品
取引法第2条第1項第17号に掲げる有価証券のうち同項第1号の性質を有するもの
に係るものに限る）

該当ありません。

該当ありません。

該当ありません。

該当ありません。

該当ありません。

該当ありません。

貸借対照表
計上額

種　類 取得原価 差  額

（単位 : 百万円）

公 社 債
株 式
そ の 他
小  計
公 社 債
株 式
そ の 他
小  計

貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

合 　 　 　 計

45,082
2,046

－
47,129
14,587

－
－

14,587
61,716

44,900
529

－
45,430
14,603

－
－

14,603
60,033

181
1,517

－
1,698
△15

－
－

△15
1,683

貸借対照表
計上額 取得原価 差  額

［その他有価証券］
2016年度末

45,054
3,708

－
48,762
6,190

－
1,055
7,245

56,008

44,787
729

－
45,517
6,201

－
1,055
7,256

52,774

266
2,978

－
3,245
△10

－
－

△10
3,234

2015年度末

2016年度
種　類

（単位 : 百万円）

公 社 債
株 式
合 計

1,885
937

2,823

6
679
685

0
　－

0

2015年度

9,480
－

9,480

12
－

12

4
－
4

売 却 額 売却益の
合計額

売却損の
合計額 売 却 額 売却益の

合計額
売却損の
合計額

［当年度中に売却したその他有価証券］

財務諸表の正確性、内部監査の有効性についての確認書
2016年4月1日から2017年3月31日までの事業年度に係る財務諸表の正確性、および、内部監査の有効性については、以下のとおり当社
代表取締役社長が確認しています。

確　認　書
ソニー損害保険株式会社
代表取締役社長   丹羽　淳雄

1.　私は、当社の2016年4月1日から2017年3月31日までの第19期事業年度に係る財務諸表に記載した事項について確認した
ところ、私の知る限りにおいて、すべての重要な点において虚偽の記載および記載すべき事項の記載漏れはありません。

2.　当社は、以下の体制を構築し、これが適切に機能する環境を整備することにより、財務諸表の適正性の確保を図っております。
（1）財務諸表の作成に当たって、その業務分担と所管部署が明確化されており、所管部署において適切に業務を遂行する体制を整備

しております。
（2）内部監査部門により、所管部署における内部管理体制の適切性・有効性を検証し、重要な事項については取締役会等へ適切に

報告する体制を整備しております。
（3）当社の重要な情報については、取締役会等へ適切に付議・報告されております。

以上

Ⅴ

その他
「当社およびその子会社等の概況」「当社およびその子会社等の主要な業務」「当社およびその子会社等の直近の2連結会計年度における
財産の状況」については該当事項はありません。

Ⅵ

株主名称 

ソニーフィナンシャルホールディングス株式会社 東京都千代田区大手町1-9-2 40万株  100% 

住　　所 所有株式数 発行済株式総数に対する 
所有株式の割合

（2017年7月1日現在）②株式分布状況および上位10名の株主

①基本事項

＊電子公告できない場合、東京都において発行される日本経済新聞に掲載します。

■定時株主総会開催時期　　事業年度終了後4ヵ月以内

■決算期日 毎年3月31日

■公告の方法 電子公告 （公告掲載URL　http://from.sonysonpo.co.jp/company/fr05070.html）

年　月　日 新株発行数 
（単位 : 株）

発行済株式総数  
（単位 : 株）

増　資　額 
（単位 : 百万円）

資　本　金  
（単位 : 百万円）

（2017年7月1日現在）③資本金の推移および最近の新株の発行 

1998年  6月10日

1999年  4月  3日

1999年  7月24日

1999年  8月20日

2000年  7月  4日

2001年  8月29日

2003年  6月25日

9,600 

400 

20,000 

70,000 

100,000 

100,000 

100,000 

9,600 

10,000 

30,000 

100,000 

200,000 

300,000 

400,000 

－ 

20 

1,000 

3,500 

5,000 

5,000 

5,000 

480 

500 

1,500 

5,000 

10,000 

15,000 

20,000 
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取締役・監査役一覧

執行役員一覧

会社の組織取締役・監査役および執行役員一覧

会
社
の
概
要

会
社
の
概
要

（2017年7月1日現在）

＊部以下の組織は、お客様に直接サービスを提供する拠点等を中心に掲載しています。
なお、拠点等はお客様にご案内している名称で掲載しているため、実際の課名称等と異なる場合があります。

＊１  上表記載のソニーフィナンシャルグループとは、金融持株会社であるソニーフィナンシャルホールディングス株式会社およびその傘下にあるソニー生命保険
　　  株式会社、ソニー損害保険株式会社、ソニー銀行株式会社、ソニー・ライフケア株式会社を指します。
＊２  執行役員を兼務

役　職　名 氏　名 ソニーフィナンシャルグループでの重要な兼職状況 ＊1

（2017年7月1日現在）

（2017年7月1日現在）

役　職　名 氏　名 担当部門
に　わ あ つ お

＊２

＊２

代表取締役社長

代表取締役

取　締　役

取　締　役

常勤監査役

監　査　役

監　査　役

に　わ あ つ お

丹羽　淳雄
ふくもと としひこ

福本　俊彦

い と う ゆたか

伊藤　　裕

い し い しげる

石井　　茂

お さ だ けんいち

長田　兼一

は や せ やすゆき

早瀨　保行

の な か たけとし

野中　武敏

ソニーフィナンシャルホールディングス株式会社　取締役

ソニーフィナンシャルホールディングス株式会社　取締役
ソニー生命保険株式会社　取締役
ソニー・ライフケア株式会社　取締役

ソニーフィナンシャルホールディングス株式会社　代表取締役 社長
ソニー生命保険株式会社　取締役
ソニー銀行株式会社　取締役

ソニー生命保険株式会社　監査役
ソニー銀行株式会社　監査役

ソニーフィナンシャルホールディングス株式会社　常勤監査役
ソニー生命保険株式会社　監査役
ソニー銀行株式会社　監査役

ソニー生命保険株式会社　常勤監査役
ソニー銀行株式会社　監査役

監　査　役
すぎやま しんじ

杉山　慎治
ソニー銀行株式会社　常勤監査役
ソニー生命保険株式会社　監査役

社長　執行役員

専務　執行役員

常務　執行役員

執 行 役 員

執 行 役 員

執 行 役 員

執 行 役 員

丹羽　淳雄

ふくもと としひこ

福本　俊彦

は ま ば よういち

濱場　洋一

い し い たかゆき

石井　隆行

はら け い こ

原　　佳子

し も だ せ い じ

下田　誠司

ひ ら の まさみち

平野　眞道

監査部、お客様の声対応推進部担当

カスタマー企画部、カスタマー管理部、カスタマーセンター、
CXデザイン部、総務人事部、人財開発部担当

ダイレクトマーケティング部、タイアップマーケティング部、
業務企画室担当

執 行 役 員 は せ が わ とおる

長谷川　徹
経営企画部、経理部、財務部、経営数理部担当
経営企画部長委嘱

損害サービス業務部、損害サービス企画部、事故サポート部、
損害サービス第1部、損害サービス第2部、損害サービス支払審査室担当
損害サービス業務部長委嘱

コンプライアンス部、業務管理部担当
業務管理部長委嘱

自動車商品部、医療火新商品部、商品数理部担当
医療火新商品部長委嘱

システム企画部担当
システム企画部長委嘱

全国のサービスセンター（全国主要都市に25拠点）

サービスネットワーク（2017年4月現在）
弁護士ネット 約200ヵ所 提携修理工場 約420ヵ所

東京コンタクトセンター 

株
主
総
会

監
査
役
会

保
険
計
理
人

取
締
役
会

経
営
会
議

札幌市中央区大通西7-2-13　小学館ビル5F
事故受付第2サービスセンター  
車両損害第1サービスセンター
事故受付第1サービスセンター  
医療・火災サービスセンター

お客様相談室お客様の声対応推進部 

事故サポート部

カスタマー企画部

カスタマー管理部

損害サービス業務部

損害サービス企画部

東京都大田区蒲田5-37-1　アロマスクエア16F

車両損害第2サービスセンター

札幌コンタクトセンター 

熊本コンタクトセンター

北海道サービスセンター 札幌市中央区大通西9-1-18　SFI札幌ビル8F

東日本サービスセンター 仙台市宮城野区榴岡2-5-30　SFI仙台ビル3F

損害サービス第1部

首都圏サポートサービスセンター 

首都圏第4サービスセンター
首都圏第3サービスセンター
首都圏第1サービスセンター

首都圏第5サービスセンター
人傷・搭傷第1サービスセンター

首都圏第2サービスセンター
横浜市西区高島2-19-3　日通商事横浜ビル4F

東京都港区港南2-13-40　品川TSビル2F

東京都港区港南2-13-40　品川TSビル2F

中国・四国サービスセンター 広島市中区中島町2-21　SFI広島ビル5F　

関西第4サービスセンター
関西第3サービスセンター

大阪市北区堂島2-4-27　新藤田ビル11F

大阪市北区堂島2-4-27　新藤田ビル11F

関西第2サービスセンター
関西第1サービスセンター

中部第3サービスセンター
中部第2サービスセンター 名古屋市中区丸の内3-17-13  いちご丸の内ビル4Ｆ

中部第1サービスセンター

福岡市中央区天神4-6-7　天神クリスタルビル5F九州サービスセンター
人傷・搭傷第2サービスセンター

関西サポートサービスセンター

システム企画部

自動車商品部

ダイレクトマーケティング部 

タイアップマーケティング部

CXデザイン部

経営企画部

総務人事部

人財開発部

経営数理部

経理部 

財務部  

コンプライアンス部

業務管理部

監査部

医療火新商品部

商品数理部

損害サービス第2部

カスタマーセンター
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取締役・監査役一覧

執行役員一覧

会社の組織取締役・監査役および執行役員一覧

会
社
の
概
要

会
社
の
概
要

（2017年7月1日現在）

＊部以下の組織は、お客様に直接サービスを提供する拠点等を中心に掲載しています。
なお、拠点等はお客様にご案内している名称で掲載しているため、実際の課名称等と異なる場合があります。

＊１  上表記載のソニーフィナンシャルグループとは、金融持株会社であるソニーフィナンシャルホールディングス株式会社およびその傘下にあるソニー生命保険
　　  株式会社、ソニー損害保険株式会社、ソニー銀行株式会社、ソニー・ライフケア株式会社を指します。
＊２  執行役員を兼務

役　職　名 氏　名 ソニーフィナンシャルグループでの重要な兼職状況 ＊1

（2017年7月1日現在）

（2017年7月1日現在）

役　職　名 氏　名 担当部門
に　わ あ つ お

＊２

＊２

代表取締役社長

代表取締役

取　締　役

取　締　役

常勤監査役

監　査　役

監　査　役

に　わ あ つ お

丹羽　淳雄
ふくもと としひこ

福本　俊彦

い と う ゆたか

伊藤　　裕

い し い しげる

石井　　茂

お さ だ けんいち

長田　兼一

は や せ やすゆき

早瀨　保行

の な か たけとし

野中　武敏

ソニーフィナンシャルホールディングス株式会社　取締役

ソニーフィナンシャルホールディングス株式会社　取締役
ソニー生命保険株式会社　取締役
ソニー・ライフケア株式会社　取締役

ソニーフィナンシャルホールディングス株式会社　代表取締役 社長
ソニー生命保険株式会社　取締役
ソニー銀行株式会社　取締役

ソニー生命保険株式会社　監査役
ソニー銀行株式会社　監査役

ソニーフィナンシャルホールディングス株式会社　常勤監査役
ソニー生命保険株式会社　監査役
ソニー銀行株式会社　監査役

ソニー生命保険株式会社　常勤監査役
ソニー銀行株式会社　監査役

監　査　役
すぎやま しんじ

杉山　慎治
ソニー銀行株式会社　常勤監査役
ソニー生命保険株式会社　監査役

社長　執行役員

専務　執行役員

常務　執行役員

執 行 役 員

執 行 役 員

執 行 役 員

執 行 役 員

丹羽　淳雄

ふくもと としひこ

福本　俊彦

は ま ば よういち

濱場　洋一

い し い たかゆき

石井　隆行

はら け い こ

原　　佳子

し も だ せ い じ

下田　誠司

ひ ら の まさみち

平野　眞道

監査部、お客様の声対応推進部担当

カスタマー企画部、カスタマー管理部、カスタマーセンター、
CXデザイン部、総務人事部、人財開発部担当

ダイレクトマーケティング部、タイアップマーケティング部、
業務企画室担当

執 行 役 員 は せ が わ とおる

長谷川　徹
経営企画部、経理部、財務部、経営数理部担当
経営企画部長委嘱

損害サービス業務部、損害サービス企画部、事故サポート部、
損害サービス第1部、損害サービス第2部、損害サービス支払審査室担当
損害サービス業務部長委嘱

コンプライアンス部、業務管理部担当
業務管理部長委嘱

自動車商品部、医療火新商品部、商品数理部担当
医療火新商品部長委嘱

システム企画部担当
システム企画部長委嘱

全国のサービスセンター（全国主要都市に25拠点）

サービスネットワーク（2017年4月現在）
弁護士ネット 約200ヵ所 提携修理工場 約420ヵ所

東京コンタクトセンター 

株
主
総
会

監
査
役
会

保
険
計
理
人

取
締
役
会

経
営
会
議

札幌市中央区大通西7-2-13　小学館ビル5F
事故受付第2サービスセンター  
車両損害第1サービスセンター
事故受付第1サービスセンター  
医療・火災サービスセンター

お客様相談室お客様の声対応推進部 

事故サポート部

カスタマー企画部

カスタマー管理部

損害サービス業務部

損害サービス企画部

東京都大田区蒲田5-37-1　アロマスクエア16F

車両損害第2サービスセンター

札幌コンタクトセンター 

熊本コンタクトセンター

北海道サービスセンター 札幌市中央区大通西9-1-18　SFI札幌ビル8F

東日本サービスセンター 仙台市宮城野区榴岡2-5-30　SFI仙台ビル3F

損害サービス第1部

首都圏サポートサービスセンター 

首都圏第4サービスセンター
首都圏第3サービスセンター
首都圏第1サービスセンター

首都圏第5サービスセンター
人傷・搭傷第1サービスセンター

首都圏第2サービスセンター
横浜市西区高島2-19-3　日通商事横浜ビル4F

東京都港区港南2-13-40　品川TSビル2F

東京都港区港南2-13-40　品川TSビル2F

中国・四国サービスセンター 広島市中区中島町2-21　SFI広島ビル5F　

関西第4サービスセンター
関西第3サービスセンター

大阪市北区堂島2-4-27　新藤田ビル11F

大阪市北区堂島2-4-27　新藤田ビル11F

関西第2サービスセンター
関西第1サービスセンター

中部第3サービスセンター
中部第2サービスセンター 名古屋市中区丸の内3-17-13  いちご丸の内ビル4Ｆ

中部第1サービスセンター

福岡市中央区天神4-6-7　天神クリスタルビル5F九州サービスセンター
人傷・搭傷第2サービスセンター

関西サポートサービスセンター

システム企画部

自動車商品部

ダイレクトマーケティング部 

タイアップマーケティング部

CXデザイン部

経営企画部

総務人事部

人財開発部

経営数理部

経理部 

財務部  

コンプライアンス部

業務管理部

監査部

医療火新商品部

商品数理部

損害サービス第2部

カスタマーセンター
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損害保険用語の解説（50音順）

■解約返戻金
　保険契約を解約した場合に、受取ることができるお金のことで、保険の種

類や契約方式により、返戻金の有無や金額が異なります。
■価格変動準備金
　保険会社が保有する株式・債券等の価格変動による損失に備えることを目

的として、あらかじめ積立てる準備金をいいます。
■過失相殺
　損害賠償額を算出する場合に、被害者にも過失があれば、その過失割合に

応じて損害賠償額を減額することをいいます。
■過失割合
　保険事故における過失（不注意等）の割合をいい、損害額の算定に影響を

及ぼします。
■契約の解除
　保険契約者または保険会社の意思表示により、契約が初めからなかったと

同様の状態に戻すことをいいます。ただし、多くの保険約款では、告知
義務違反等による解除の際は契約の当初まで遡らず、解除時点から将来
に向かってのみ効力を生ずることとしています。
■契約の失効
　保険契約が将来に向かって効力を失い終了することをいいます。例えば、

保険で支払われない事故（戦争・暴動など）によって保険の対象が滅失した
場合は保険契約は失効となります。
■告知義務
　保険契約の締結の際に、保険会社に対して重要な事実を申し出る、また、

保険会社からの質問に正しくお答えいただく（不実を申し出ない）義務
をいいます。
■再調達価額
　保険契約の対象である物と同等の物を、新たに建築あるいは購入するため

に必要な金額をいいます。
■時価（額）
　保険契約の対象である物と同等の物を、新たに建築あるいは購入するため

に必要な金額から、使用による消耗分を差引いた金額をいいます。自動車
保険においては、市場販売価格相当額（同一車種・車名・型式・仕様・初度
登録年月または年式で同一損耗程度の自動車の価格相当額）をいいます。

■事業費
　保険会社の事実上の経費で、損害保険会計では「損害調査費」「営業費

及び一般管理費」「諸手数料及び集金費」を総称していいます。
■地震保険料控除制度
　地震保険を契約して保険料を支払うと、所得税法および、地方税法に則り、

その支払保険料に応じて、一定の額がその年の契約者の所得から差引か
れる制度をいいます。
■支払備金
　決算日までに発生した保険事故で、保険金支払額が未確定のものや保険

金が未払いのものについて、その保険金の見込額や未払額を積立てる準
備金のことをいいます。
■正味収入保険料
　契約者から直接受取った保険料（元受正味保険料）から再保険料を加減（出

再正味保険料を控除し、受再正味保険料を加える）し、さらに積立保険料を
控除した保険料をいいます。
■責任準備金
　将来の保険金支払いなどの保険契約上の保険会社が負う債務に対して、

あらかじめ積立てておく準備金をいいます。これには、「普通責任準備金」
「異常危険準備金」「危険準備金」「払戻積立金」「契約者配当準備金等」な
どがあります。
■全損
　保険の対象が、完全に滅失した場合や、修理、回収に要する費用が再調達

価額または時価（額）を超えるような場合をいいます。なお、これらに至ら
ない損害を分損といいます。
■損害保険料率算出機構
　「損害保険料率算出団体に関する法律」に基づいて設立された料率算出

団体です。損害保険における公正な保険料率を算出する際の基礎とするこ
とができる参考データ等の算出などを行っています。

■損害率
　収入保険料に対する支払った保険金の割合をいいます。保険会社の経営

分析や保険料率の算出に用いられます。正味損害率は正味支払保険金に
損害調査費を加えて正味収入保険料で除した割合を指します。
■通知義務
　保険を契約した後、保険の対象を変更するなど契約内容に変更が生じた

場合に、保険契約者または被保険者が速やかに保険会社に連絡する義務
をいいます。
■被保険者
　保険の補償を受ける人、または保険の対象となる人をいいます。保険契約

者と同一人のこともあり、別人のこともあります。
■分損
　保険の対象の一部に損害が生じた場合のことで、全損に至らない損害を

いいます。
■保険期間
　保険の契約期間、すなわち保険会社が保険契約により補償の責任を負う

期間のことです。この期間内に保険事故が発生した場合にのみ保険会社は
保険金を支払います。ただし、保険期間中であっても保険料が支払われて
いないときには保険会社の責任は開始しないと定めることが多くあり、その
場合は保険事故が発生しても保険金は支払われません。
■保険金
　保険契約によって補償される事故により損害が生じた場合に、保険会社が

被保険者に支払う金銭のことです。
■保険金額
　保険契約において設定する契約金額のことで、保険事故が発生した場合

に、保険会社が支払う保険金の限度額をいいます。その金額は、保険契約
者と保険会社との契約によって定められます。
■保険契約者
　保険会社に保険契約の申込みをする人をいいます。契約が成立すれば、

保険料の支払義務を負います。
■保険契約準備金
　保険契約に基づく保険金支払いなどの責任を果たすために保険会社が

決算期末に積立てる準備金で、貸借対照表の負債の部に記載されます。
支払備金、責任準備金などがあります。
■保険事故
　保険契約において、保険会社がその事実の発生を条件として保険金の支

払いを約束した偶然な事実をいいます。火災、交通事故、人の死傷などが
その例です。
■保険の目的
　保険を付ける対象のことをいいます。船舶保険での船体、貨物保険での貨

物、火災保険での建物・家財、自動車保険での自動車などがこれにあたり
ます。
■保険引受利益
　正味収入保険料などの保険引受収益から、保険金や損害調査費などの保

険引受費用と、保険引受に係る営業費及び一般管理費を控除し、その他収
支を加減したものをいいます。なお、その他収支は自賠責保険等に係る
法人税相当額などです。
■保険約款
　保険契約の内容を定めたものです。保険約款には、基本的な内容を定めた

普通保険約款と、普通保険約款の規定内容を補充・変更する特約とがあり
ます。
■保険料
　保険契約者が保険契約に基づいて保険会社に支払う金銭のことです。保

険契約の申込みをしても、保険料の支払いがなければ、補償されません。 
■免責
　保険契約の申込みに際して、補償されない（保険金が支払われない）事項

を定める場合があり、これを免責といいます。保険約款の条文に「保険金を
支払わない場合」などの見出しで説明されています。保険事故が発生して
も、免責となっている事項に該当する場合は補償されません。
■免責金額
　自己負担額のことをいいます。一定金額以下の小さな損害について、契約

者または被保険者が自己負担するものとして設定する金額のことです。
免責金額を超える損害については、保険金から免責金額を控除した金額を
支払う方式と、損害額の全額を支払う方式とがあります。

（＊）1. 従業員には、使用人兼務取締役、休職者、アルバイトまたはパートを含んでいません。
2. 平均給与月額は2017年3月の平均給与月額（時間外手当を含む）であり、賞与は含まれていません。
3. 平均年齢および平均勤続年数は小数点第2位を切り捨てて小数点第1位までを表示しています。

区　分

合　計 1,203名 38.4歳 6.6年 385千円

従業員数 平均年齢 平均勤続年数 平均給与月額

区　分

2015年 4月入社

2016年 4月入社

2017年 4月入社

18名

11名

  8名

20名

22名

16名

38名

33名

24名

全国勤務型社員 エリア限定型社員 合計

（2017年3月31日現在）

従業員の状況

「既存のやり方にとらわれず、人がやらないこと、新しいことに挑戦したい」という気持ちを持ち、思考力・行動力・協働力
を発揮して「ソニー損保ならでは」の商品やサービスをともに創っていける人財の採用を目指しています。

＜新卒採用者数の推移＞

採用方針

法律で定められている健康保険、厚生年金、雇用保険、労災保険等の福利厚生制度のほか、以下の諸制度を整備しています。

年次有給休暇（初年度15日／計画取得あり／一部時間単位取得可）／慶弔休暇／産前・産後休暇／パパママ休暇／育児
休職／育児短時間勤務／介護休職／介護短時間勤務／持株会制度／財形貯蓄制度／退職金制度（ポイント制退職金＋確定
拠出年金）／ソニー健康保険組合関連施設（ラフォーレ倶楽部、契約フィットネスクラブ等）／転勤社宅制度等

福利厚生
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